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PC 橋梁のたわみ測定結果に対する考察
—北陸新幹線（長野・金沢間）—

進藤　良則＊1・玉井　真一＊2・下津　達也＊3

1．は じ め に

平成 27年 3月に開業した北陸新幹線，長野・金沢間
228 kmは，鉄道・運輸機構（旧日本鉄道建設公団）が平
成 4年に工事を着手し 20年余をへて開業した整備新幹線
である。この線区は，建設期間が長いため，コンクリート
構造物の設計は，「鉄道構造物等設計標準・同解説　コン
クリート構造物」の平成 4年版 1）（以下「H4RC標準」）に
よるものと平成 16年版 2）（以下「H16RC標準」）によるも
のがある。
開業前に実施する速度向上試験では，実車走行による桁
のたわみ測定，車両動揺加速度測定を実施した。PC橋梁
のたわみ測定では走行安全性・乗り心地および桁の安全性
の確認を行ったところ，測定値は設計値に対して小さい値
であった。その要因として次の 3要因が考えられる。
①桁の固有振動数が実測値と理論値とで異なる。
②  走行試験時に列車が必ずしも共振速度で走行していな
い。

③ 1編成の車両数が走行試験時と設計で異なる。
上記の①および②の要因は，列車荷重の動的作用であ
る衝撃荷重が，設計値よりも小さいことが主たる要因と考
えられる。桁の構造設計における衝撃係数（衝撃荷重の列
車荷重に対する比）の算出は，桁剛性に主桁のみを考慮す
るが，実構造物には路盤や地覆などの付帯構造物があり，
実剛性は設計上の剛性よりも大きい。これは桁の固有振動
数の実測値と設計値の相違からも確認している。そこで，
鉄道・運輸機構では，平成 16年以降の単純桁の設計から

付帯構造物の剛性を考慮した剛性補正係数（表 - 1）を導
入し，実測値に近い固有振動数を用いて衝撃係数を算定し
ている 3）。

一方，一部の連続 PC橋梁では，たわみが制限値よりも
小さかったものの，車両の上下振動加速度が軌道整備基準
値 4）5）である全振幅で 0.25 gを超える箇所があった。上
下振動加速度と軌道の高低変位には，図 - 1に示す関係
があり 4），高低変位を 7 mm以下に低減する対策として，
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図 - 1　高低変位と上下振動加速度の関係 4）

表 - 1　単純桁の剛性補正係数 3）

構造種類 剛性補正係数

RC桁 場所打ち防音壁 H＝ 2.0 m 3.0
場所打ち防音壁 H＜ 2.0 m 2.0

PCT形桁 2.0
PC箱桁 1.5
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軌道パッドの下にスペーサーを挟み，軌道を扛上する措置
が採られた（写真 - 1）。この措置により，連続 PC橋梁の
設計では，軌道の高低変位が現在の新幹線軌道検測に用い
られる 40 m弦正矢（40 mの糸をレールにあてたときの中
点での糸とレールとの離れ）で 7 mm以下 6）とする構造計
画・構造設計が必要であることが分った。

本稿は，付帯構造物が桁の動的応答を低減する効果を考
慮した衝撃作用の算定方法を第 4章に，軌道整備基準を考
慮した連続 PC橋梁の設計検討を第 5章で述べる。

2．橋梁設計におけるたわみ制限

平成 18年に制定された「鉄道構造物等設計標準・同解
説変位制限」7）（以下「変位制限標準」）では，橋梁構造物
の要求性能として安全性においては，「走行安全性に関わ
る変位」を性能項目とし，脱線係数を照査指標とするが，
簡易的な指標としてたわみを用いている。使用性について
は，「乗り心地」を性能項目とし，車体の振動加速度を照
査指標とするが，安全性と同様に簡易的な指標として，た
わみを用いている。
たわみを算定する際の列車荷重については，走行安全性
の照査では満員乗車（乗車率 350％）で複線載荷とし，乗
り心地の照査では定員乗車（乗車率 100％）の単線載荷で
ある。また，通常の営業車両は新幹線標準列車荷重として
図 - 2の上に示す H荷重（車両長 25 m，固定軸距 2.5 m）
であるが，橋梁の設計では「新幹線鉄道実施基準」8）に従
い，図 - 2の下に示す P標準活荷重（車両長 20 m，固定
軸距 2.2 m）で設計する。ただし，衝撃係数を算出する際
は車両長の影響が大きいため，H荷重の車両長・軸配置で
算定する。
乗り心地の照査に用いるたわみの限界値（表 - 2）は，

桁を振動しない半正弦波の剛体と仮定し，車両モデルを一
定の走行軌跡に沿って走らせた解析結果から定めたもので
ある。これは，車体の振動加速度が，米国自動車技術者協
会の R.N.Janewayが提案した乗り心地の許容基準を参考
に，旧国鉄が定めた乗り心地係数 1.5を満足するように図
- 3のとおり設定している。図 - 3にある 260 km/h換算
スパンとは，振動加速度の振動数（Hz）を新幹線の速度
72 m/s（260 km/h）で除した値である。振動数が 1.5 Hzを
下回る領域は，後述する軌道整備基準値の全振幅の上下振

動加速度 0.25 gよりも乗り心地係数 1.5に対する限界値の
方が大きいため，変位制限標準では片振幅 0.2 g（全振幅
の 3/4程度）を上限としている。

3．軌道整備基準値とたわみ制限の関係 4，5）

車両の上下振動加速度に対する軌道整備基準値は，全振
幅で 0.25 gである。これは，既往の文献等 5）によると，
軌道変位が原因の車両動揺は，1～ 2 Hzに集中しており，
この振動数で乗り心地係数 1～ 2に収まる上下振動加速度
は，全振幅で 0.25 g程度であったことに拠る。上下振動加
速度 0.25 gに相当する高低変位は，図 - 1より 7 mmであ
り，これを列車の良好な乗り心地を確保するための軌道整
備の目標値としている。
新幹線では乗り心地を確保するための軌道検測は，桁長
に応じて 20 m弦正矢と 40 m弦正矢を併用している。40 m

弦正矢法は，車両が揺れやすい振動数 1～ 1.5 Hzに相当
する 260km/h換算スパンが 48～ 72 m付近の軌道変位に
対する感度が高い。そこで，軌道整備基準では，40 m弦
高低を用いる場合には，7 mmを軌道整備の目標値 9）とし
ている。

表 - 2　たわみの限界値（乗り心地）7）

連数 最高速度
（km/h）

桁または部材のスパン Lb（m）
20 30 40 50 60

単連 260 Lb/2200 Lb/1700 Lb/1200 Lb/1000

複数連 260 Lb/2200 Lb/1700

写真 - 1　軌道の扛上

図 - 3　乗り心地係数と変位制限標準 7）

図 - 2　標準列車荷重H-16 と標準活荷重P-161，2）
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なお，橋梁の設計で用いるたわみの限界値には，軌道変
位の影響は含まれていないため，軌道整備の目標値とは異
なるものと考える。

4．単純PC桁のたわみ測定

4.1　構 造 概 要 10）

北陸新幹線，長野・金沢間の単純 PCT形桁は，桁長 20

～ 45 mであり，単純 PC箱桁は主に橋長 45 mを超える箇
所に適用されている。単純 PC桁の標準断面を図 - 4に示
す。桁の断面構造は，雪害対策の区分で主に 2つに分けら
れる。路盤鉄筋コンクリート（以下，「路盤 RC」という）
の高さが 750 mmの桁は，スラブ上に降雪を貯雪するもの
であり，PC 4主桁については，路盤 RCの一部を主桁の
有効断面に含めた構造である。散水して雪を溶かす区間や
融雪パネルを利用する区間の桁は，路盤 RCの高さが低い。

4.2　たわみ測定 11，12）

たわみの測定方法は，桁下面と地表面上のリング式変位
計をピアノ線で張って測定する方法，ならびに桁側面にタ
ーゲットを取付けてこれをビデオ撮影して画像解析して測

定する方法のいづれかとした。
たわみの測定結果に対する評価ならびに第 4章の構成を

図 - 5に示す。

⑴　乗り心地の確認
桁のたわみ測定では試験車両を単線で走行させるため，
使用性（乗り心地）の照査における荷重条件および限界値
の設定の考え方が類似している。走行速度は 30 km/h，
200 km/h，260 km/hの順に実施し，走行試験車両は 30 km/

hは検測車である East-i，200 km/hおよび 260 km/hは新幹
線車両の E2，E7系である。表 - 3に示す East-i，E2，E7

系の軸重・軸配置は，図 - 2に示す設計に用いる標準活
荷重 P-16の軸重・軸配置と相違するため，判定には，た
わみの実測値を設計上の軸重・軸配置に換算してたわみを
算定した。P-16への換算方法は，桁を単純梁でモデル化
し，表 - 3に示す試験列車の軸重・軸配置及び設計上の
軸重・軸配置（P-16）で連行移動載荷による最大たわみ
を算出し，その比を実測たわみに乗じて P-16換算たわみ
を算出した。

260 km/h走行時の P-16換算たわみを図 - 6に示す。た
わみの限界値は，使用性（乗り心地）の照査に用いる限界
値δlimとし，δlimは表 - 2に示すとおり，スパン長 Lb（m）
により，Lb＜20 mではδlim＝Lb/2200，Lb≧20 mではδlim

＝ Lb/1700で算定した。図 - 6に示すとおり P-16換算た
わみは，乗り心地の限界値に対して十分に余裕がある結果
であった。
⑵　構造物の安全性の確認
構造物の安全性の確認は，設計たわみ（単線載荷，乗車

表 - 3　走行試験車両の編成および軸配置

試験車両 車両長 編成 軸　重 軸　配　置
EAST-i 20 m 6両 10.8～ 14.9 t 2.25 m＋ 11.9 m＋ 2.25 m＋ 4.1 m＋・・・
E2系 25 m 10両 10.1～ 11.7 t 2.5 m＋ 15.0 m＋ 2.5 m＋ 5.0 m＋・・・・
E7系 25 m 12両 10.3～ 11.6 t 2.5 m＋ 15.0 m＋ 2.5 m＋ 5.0 m＋・・・・

P-16（軸配置は H荷重） 16 t 図 - 2参照

図 - 5　たわみの照査と第 4章の構成

図 - 4　PC桁の標準断面
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率 100％）と P-16換算たわみ（単線載荷，乗車率 100％）
を比較した。P-16換算たわみと設計たわみの比を図 - 7
に示す。ほとんどの桁で 1.0を下回ったが，1.0を超える
桁が 1連あった。この桁は，設計たわみと P-16換算たわ
み共に 1 mm以下であり，測定誤差や換算方法の影響によ
ると考えられる。

4.3　単純桁の衝撃係数
⑴　実測固有振動数
たわみ測定の波形データのうち，列車通過後の自由振動
波形に対してフーリエ解析を行い，桁の実測固有振動数を
推定した（図 - 8）。
なお，単純桁の計算上の 1次モードの振動数（以下，「基
本固有振動数」）n0は，式⑴で算定される。

n0＝｛π/（2・Lb
2）｝×√EI・g/D ⑴

ここに，EIは桁の曲げ剛性，gは重力加速度，Dは単位
長さ当りの死荷重である。
平成 16年以降の単純桁の設計では，固有振動数を算定

する際に，式⑴の EIに表 - 1に示す剛性補正係数 kを乗
じて補正した基本固有振動数（以下，「補正基本固有振動
数」）を用いて衝撃係数を算出している。
⑵　実測衝撃係数の算出
たわみ計測結果から実測衝撃係数を算出し，補正基本固
有振動数を用いて設計衝撃係数を比較することで，剛性補
正係数の妥当性について検討を行った。実測衝撃係数の算
出は，260 km/h走行時の実測たわみδ260を静止状態の実

測たわみδ0で除し，1を減じて算出するのが望ましいが，
静止状態に近い 30 km/h走行時のたわみδ30を用いてδ0

を算出した。以下に算定手順を示す。
「H16RC標準」2）では，単線載荷時の衝撃係数 iを式⑵
で算定する。

i＝（1＋ iα）（1＋ ic）－ 1 ⑵
ここに，iαは速度効果の衝撃係数であり，速度パラメー
タα（＝ v/7.2nL b），車両長 Lvとスパン長 Lbの比から図
- 13に示したノモグラム 2）で求められる。vは設計速度
（km/h），nは桁の基本固有振動数（Hz）である。

icは車両動揺の衝撃係数であり，式⑶で算定される。
ic＝ 10/（65＋ Lb） ⑶

「H16RC標準」によると，30 km/h走行時の実測たわみ
δ30には，式⑶で算定される車両動揺の衝撃係数 icが含
まれるため，δ30から静的たわみδ0を算定するには換算
が必要である。換算方法は，式 ⑵ において，0 km/h，
30 km/h走行時の iαをそれぞれ iα_0＝ 0，iα_30＝ 0，iをそ
れぞれ i0，i30とすると，i0＝ ic，i30＝ icがえられる。i30＝
δ30/δ0－1＝ icなので，δ0＝δ30/（1＋ ic）となる。した
がって 30 km/h走行時の実測たわみδ30から静的たわみδ0

を算定するには，近似的にδ30を 1＋ icで割戻すこととし
た。
また，30 km/h走行時は EAST-i，260 km/h走行時は E2

系または E7系による走行であり，30 km/h走行時の EAST 

-iのたわみδEI_30を E2，E7系の静的たわみδE2_0，δE7_0

に変換する必要がある。変換方法は，前述の単純梁モデル
に各車両を連行移動載荷し，支間中央に生じる最大たわみ
の比を用いて式⑷により算定した。

δE2_30＝δEI_30・（δE2/δEI），
δE7_30＝δEI_30・（δE7/δEI） ⑷

ここに，δEI_30は EAST-iによる 30 km/h走行時の実測
たわみ，δE2，δE7，δEI は単純梁モデルに E2，E7系，
EAST-iを連行移動載荷したときの支間中央の最大たわみ

図 - 6　P-16 換算たわみと制限値（使用性）

図 - 8　残響波形からの固有振動数算定

図 - 7　P-16 換算たわみと設計たわみの比
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である。したがってδE2_0，δE7_0は，式 ⑸ で算定され，
260 km/h走行の実測衝撃係数 iE2_260，iE7_260は式⑹となる。

δE2_0＝δE2_30/（1＋ ic），
δE7_0＝δE7_30/（1＋ ic） ⑸
iE2_260＝δE2_260/δE2_0－1，
iE7_260＝δE7_260/δE7_0－1 ⑹

4.4　剛性補正係数の妥当性の検証 11，12）

⑴　固有振動数の比較
剛性補正係数の妥当性を検証するにあたり，基本固有振
動数が剛性補正を行うことにより，実測固有振動数に近似
するかを確認するため，4.3 ⑴で求めた実測固有振動数と
剛性補正前の基本固有振動数を比較した（図 - 9）。
また，実測固有振動数と基本固有振動数の比が桁剛性の
違いによるものと考えると式⑴により，固有振動数の比
を 2乗したものが実測値と設計値の剛性の違いであり，こ
こでは実測剛性補正係数と定義する。
⑵　剛性補正係数の比較
実測剛性補正係数を図 - 10に示す。PCT形桁の剛性補

正係数は 2を中心に分布しており，PC箱桁は PCT形桁よ
り小さい値ではあるが 1.5程度で設計上の剛性よりも大き
い。以上より，設計で考慮している剛性補正係数（PCT

形桁は 2，PC箱桁は 1.5）は妥当な値といえる。
なお，PCT形桁のうち 6連は，実測剛性補正係数が 2

を下回った。このうち 2連は走行速度が低く，ノイズの影

響を受けたと考える。残る 4連は実測固有振動数が基本固
有振動数より小さいが波形に共振はなく，たわみが設計値
より十分に小さいことから問題ないことを確認した。
⑶　衝撃係数の比較
図 - 11に「剛性補正なし（補正前）」ならびに「剛性

補正あり（補正後）」の設計衝撃係数に対する実測衝撃係
数の比を示す。剛性補正係数を考慮しない場合，実測衝撃
係数は設計衝撃係数の 4割前後となっている桁が多い。一
方，剛性補正係数を考慮した場合，実測衝撃係数は一部の
桁を除き，設計衝撃係数の 6～ 7割程度であった。以上の
ことから，剛性補正係数を考慮することで，より合理的な
設計が行えたといえる。

ただし，スパン 35 m以上の PCT形桁の場合は，剛性補
正の有無によらず設計衝撃係数の変化はほとんどなかっ
た。その要因を以下に考察する。

PCT形桁の速度パラメータ 2）αを図 - 12に示す。αは
スパンによらず「剛性補正無し（補正前）」の桁は 0.4程
度，「剛性補正有り（補正後）」の桁は 0.3程度を中心に分
布している。衝撃係数を「H16RC標準」で算出する場合，
車両長 Lvを 25 mとするとスパン長 Lb＝ 25～ 35 m（Lb/Lv

＝ 1.0～ 1.4）程度までは，速度パラメータαが 0.33～
0.38を超えると速度効果の衝撃係数 iαが急激に大きくな
る（図 - 13）。そのため，剛性補正係数を考慮したことで図 - 10　実測剛性補正係数

図 - 11　衝撃係数の実測値と設計値の比

図 - 9　実測固有振動数と基本固有振動数
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固有振動数が増え，速度パラメータαが下がり，iαを低減
する効果が鋭敏に生じたと考える。一方，スパンが 35 m

を超えると（たとえば Lb/Lv＝ 1.5）速度パラメータαが
0.22程度で衝撃係数が大きくなるため，剛性補正により速
度パラメータαの低減が図られても衝撃係数には反映され
ないと考えられる。したがって，剛性補正係数はスパン
35 m以下の桁では効果があるが，現況の剛性ではスパン
35 m以上の桁では効果が少ない結果になったと考える。
なお，PCT形桁では実測衝撃係数が剛性補正を考慮し
て算定した設計衝撃係数を上回る桁が 4連あった（図
- 11⒜）。1連は，実測衝撃係数と設計衝撃係数の差は 3

％程度であり，誤差の範囲である。2連については静的た
わみの実測値が 1 mm程度，活荷重作用時のたわみが
1.5 mmであり，たわみが小さいことから測定誤差等によ
り，衝撃係数を過大に評価したものと考えられる。残る 1

連は設計衝撃係数よりも実測衝撃係数が大きい結果であっ
たが，波形データに共振傾向は見られず，実測たわみと設
計たわみを比べても十分に小さいため，問題がないことを
確認した。
以上の検討結果から，固有振動数は剛性補正係数を考慮
することで，実測値に概ね一致するが，衝撃係数について
はばらつきが大きい。これは，低い速度で桁が共振する場
合，速度向上に伴い，共振域を外れると本来は衝撃係数は
下がるが「H16RC標準」では衝撃係数を下げず（図 - 13
参照），当該速度までの最大となる衝撃係数を適用するた
め，測定速度が共振速度と異なる桁では差異が大きくなっ
たと考えられる。

5．連続PC橋梁のたわみと軌道整備標準

5.1　たわみ測定結果
連続 PC橋梁のたわみ測定結果を図 - 14に示す。ここ
に示す数値は，走行速度 260 km/hに対する P-16換算たわ
みであり，「変位制限標準」の使用性（乗り心地）の制限
値に対して単純桁と同様に十分小さい値であった。また，
設計たわみに対する実測たわみの比についても小さい値で
あり，構造物としての安全性は確保されていることを確認
した。
5.2　車両振動加速度の測定
軌道管理のための車両振動加速度の測定は，たわみ測定

と同時に実施された。車両振動加速度の測定位置は，進行
方向先頭車両の前方台車直上である。図 - 15に上下動の
振動加速度波形の一例を示す。この波形は，図 - 16 ⒜
に示す橋長 142 mの 2径間 PCラーメン橋（2＠ 71 m）を
260 km/hで走行した時のものである。この橋梁は「H16RC

標準」に基づいて設計されたものであり，使用性に対する
設計たわみは 23.58 mmである。「変位制限標準」の限界
値は 41.28 mmであり，照査を十分に満足している。しか
し，構造設計でたわみの照査を満足していても，上下振動
加速度は，軌道整備基準値である 0.25 gを超えている。

そこで，当該橋梁ならびに終点方に隣接する RC桁（桁
長 20 m）の区間について，使用限界状態におけるたわみ
の影響線から，40 m弦高低の値を算出した。図 - 16 ⒝

図 - 12　PCT形桁の速度パラメータ

図 - 15　車体振動加速度波形の例

図 - 14　連続 PC桁のたわみ測定結果

図 - 13　速度効果による衝撃係数 2）
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は算出結果であり，40 m弦高低が大きくなる箇所は，ス
パン中央部付近および支点部付近の 2箇所であった。前者
は下に凸の形状，後者は上に凸の形状であり，この橋梁で
はスパン部で最大 12.8 mm，支点部で最大 10.6 mmであっ
た。これらの値は，軌道変位を含んでいないにもかかわら
ず，軌道整備基準の 7 mmを上回る結果であった。この橋
梁については活荷重によるたわみを低減するため，最大で
7 mm程度の軌道扛上が実施された。なお，3径間以上の
橋梁においても，一部の側径間では上下振動加速度が
0.25 gを超える箇所があった。
以上より，「変位制限標準」では「走行安全性」ならび
に「乗り心地」の検討について 40 m弦高低の照査を行う
ことにはなっていないが，軌道管理のための軌道整備基準
を勘案すると PC連続橋の設計においては，活荷重による
スパン中央部ならびに支点部の軌道変位を低減する構造計
画及び構造設計上の配慮が必要と考えられる。
5.3　軌道整備基準を考慮した照査方法の提案
整備新幹線は高速走行性を確保するため，平面線形なら
びに縦断線形に制約がある。現在，建設を進めている金
沢・敦賀間においても多数の河川や道路との交差箇所があ
り，スパンの長い橋梁は多い。橋梁のスパンが長くなる
と，活荷重によるたわみは大きくなるほか，軌道整備基準
を満足しない場合が増える可能性がある。しかし，桁の断
面を過度に増やして桁剛性を高めても，下部構造の負担が
増えて耐震設計が困難になるケースや，縦断線形の位置を
高くする方策が行えないケースも想定される。
そこで，橋梁の設計段階で，経済的に橋梁設計を行い，
かつ将来の軌道検測において整備基準を満たせるよう，照
査ステップを図 - 17に示すように取りまとめた 6）。
以下に各照査ステップの実施内容について記す。

〔ステップ 1〕標準的な照査

隣接径間に荷重が作用する影響は加味せず，各径間の最
大たわみが同時に発生した状態（影響線）で 40 m弦高低
を照査する。
〔ステップ 2〕車両条件の見直し
営業車両の軸重は 13 t程度であり，設計で想定している

P-16荷重よりも小さい。40 m弦高低の照査は「変位制限
標準」の照査項目ではないため，実態に則した活荷重の選
定が可能であり，簡易的なたわみの算定方法として〔ステ
ップ 1〕で算出した影響線に 13/16を乗じて 40 m弦高低
を算出する。
〔ステップ 3〕作用条件の見直し
隣接径間の影響および時間経過に伴うたわみの変化を考
慮した解析を行う。具体的には始点方から終点方に向けて
車両を動かし，各支点部に先頭車両が来たときのたわみを
算出する。照査を満たさない場合は構造物の設計を見直
す，あるいは詳細解析を検討する。
5.4　軌道整備基準を考慮した照査例
図 - 18 ⒜ に示す橋梁は，起点方に橋長 232 mの 3径

間 PCラーメン橋（75 m＋ 82 m＋ 75 m），終点方に橋長
322 mの 4径間 PCラーメン橋（78 m＋ 2@83 m＋ 78 m）

図 - 16　2径間 PCラーメン橋の例

4
70

0

－25
A1

A1

4 100

1
80

0

4
50

0

6
50

0

4
50

0

14
40

0

3 800 4 100

P1 P2

23.58 mm

11.25 11.25
max

min

12.8 mm

11.9 mm

⒜　橋梁一般図

⒝　40 m弦高低

40 m 10.6 mm

20 m

P1 P2

0

25

（mm）

た
わ
み

図 - 17　40 m弦高低の照査ステップ

1 .標準的な照査 終了

終了

終了

2 .車両条件の見直し

3 .作用条件の見直し

設計見直し，詳細な解析などの検討

40 m弦高低 > 7 mm

40 m弦高低 > 7 mm

40 m弦高低 > 7 mm
40 m弦高低
≦ 7 mm

40 m弦高低
≦ 7 mm

40 m弦高低
≦ 7 mm



24 プレストレストコンクリート

設計報告

で構成されている。この橋梁で最も 40 m弦高低が厳しい
箇所は，影響線が上に凸の形状となる端支点部（P1，P4，
P8）である。本橋の設計では隣接する単純桁のスパン長
を短縮し，側径間の桁剛性を高めるなどの方策を行ったほ
か，図 - 17に示した照査ステップにしたがい，ステップ
2の状態で 40 m弦高低を 7 mm以下にすることができた。

6．お わ り に

北陸新幹線，長野・金沢間の PC橋梁のたわみ測定なら
びに車両の振動加速度の測定結果に対して本稿で述べた考
察を以下に記す。
⑴　単純PC桁については
①  固有振動数の算定に剛性補正係数を考慮することで，
精度の高い設計値が得られる。

②  スパン 35 m以下の PCT形桁は，剛性補正係数を考慮
することで衝撃係数の精度が向上し，合理的な設計が
可能となる。

③  スパン 35 m以上の PCT形桁の衝撃係数は，剛性補正
係数の影響を受けにくい。
⑵　連続PC橋梁については
①  たわみの照査を満足していても上下振動加速度が軌道
整備基準値 0.25 gを超えることがある。

②  提案した 40 m弦高低の照査ステップに準じた橋梁設計
を行うことで合理的な設計が可能である。
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図 - 18　40 m弦高低の照査結果の例
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⒝　標準的な照査結果

⒜　橋梁一般図

⒞　車両条件見直し後の照査結果
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